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令和６年 11 月 15 日 

北海道後志地域公共交通活性化協議会 

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

 人口減少が続く後志地域は、中核都市群の小樽市や地域中心都市の倶知安町、岩内町及び余市町の地域中

心都市に人口が集中する一方で、住民の居住地が地域全体に広域に分布しており、高齢化の進展も顕著であ

る。また、病院や高校、商業施設などの生活関連施設も小樽市や倶知安町、岩内町、余市町に集中してお

り、周辺町村からこれらの市や町への市町村間の移動が多くなっているため、地域住民の移動手段の確保が

必要である。 

一方で、当地域の公共交通は、近年、バス路線の廃止や減便、日曜・祝日の運休などが相次いでおり、既

存のバス路線の維持が難しくなっている。また、現状、JR 函館本線の長万部～小樽間が当地域の主要な広域

交通となっているが、2030（令和 12）年度末に予定されている北海道新幹線の札幌開業により、JR 函館本

線が並行在来線として JR 北海道から経営分離されることを受けて、バスを中心とした長万部～小樽間の交

通体系について検討が進められている。北海道新幹線の札幌開業後は、地域の幹線・広域交通が劇的に変化

することから、北海道新幹線の札幌開業後を見据えた交通体系を構築していく必要がある。 

以上の背景を踏まえて、地域住民の生活や地域の観光などを支える持続可能な交通体系を構築するため、

地域公共交通確保維持事業により、地域間幹線系統補助路線を確保・維持していくことが必要である。 

 

２.地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

① 広域交通※１の日あたりの平日運行便数を 236 便／日以上（令和３年度実績値） 

② 公的資金が投入されている広域交通※２の収支率を 37.2％以上（令和３年度実績値） 

③ 後志地域の路線バスのドライバー数を 293 人（令和３年度実績値） 

④ 乗換環境向上のための運行見直し・拠点整備（おおむね５市町村以上に跨る）の実施件数 10件以上（計

画を策定した令和４年度７月以降集計） 

⑤ 広域交通※１の利用者数（通常期平日）を 3,700 人／日以上（令和２年４～10月実績値） 

⑥ 関係機関による地域住民・来訪者の公共交通利用促進策（おおむね５市町村以上に跨る）の実施件数 10

件以上（計画を策定した令和４年度７月以降集計） 

 

（北海道後志地域公共交通計画 Ｐ124～128 参照） 

 

※１ 当地域において運行されている高速バス及び主に広域交通を担う路線バスの平日の運行便数（往復計）

を合計（付属資料 P150～参照） 

※２ 当地域において運行されている地域間幹線系統、広域生活交通路線及び市町村生活バス路線の補助対象

経費における収支合計 

※３ 当地域の乗合バスを運行している営業所所属のドライバー数を合計 

※４ 当地域において運行されている高速バス及び主に広域交通を担う路線バスのコロナ後通常期の平日の日

利用者数を合計（付属資料 P150～参照） 
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 （２）事業の効果 

地域間幹線系統補助路線を維持することにより、各町村が中核都市群である「小樽市」や地域中心都市で

ある「倶知安町・岩内町・余市町」に接続することが可能になる。これに伴い、市町村がフィーダー系国庫

補助や単独補助を行い維持している支線の維持や効率的な運行体系が実現でき、移動手段を持たない高齢者

の外出促進、高校生の広域化する通学の対応、地域の来訪者地域活性化につながる。 

 

３．２.の目標を達成するために行う事業（主なもの）及びその実施主体  

① 

・公共交通の最適化に向けた協議・検討（道・市町村・事業者） 

・乗車人員など利用動向に係るデータ等（実態調査結果等）の後志地域公共交通活性化協議会分科会への提

供（事業者） 

②並行在来線（小樽～長万部）のバス転換に係る北海道新幹線並行在来線対策協議会後志ブロック会議や同

検討会などの全体スケジュール及び内容について協議会で共有を図る（道） 

③ 

・「バス運転手合同採用説明会」や「バス事業所職場体験会」開催、参加及び協力（道・市町村・事業者） 

・イベントの実施について、ホームページや SNS、広報誌等での周知（道・市町村・事業者・バス協会）  

④ 

・実情やニーズに応じた幹線交通と広域・生活圏交通の乗換拠点への機能集約等拠点機能の強化（市町村） 

・市町村等からの意見や利用実態を踏まえたダイヤ改正の実施（事業者） 

⑤ 

・公共交通マップや総合時刻表の検討・作成及び各種媒体での広報（道・市町村・事業者） 

・高齢者に対する自動車運転免許証自主返納後のスムーズな公共交通への転換に向けた取組（道・市町村）  

⑥ 

・先進的な取組事例を情報収集し、協議会へ提供（効果的な取組の横展開を図る）（道） 

・企画乗車券の企画等や観光客の利用促進（市町村） 

 

（北海道後志地域公共交通計画 Ｐ130～144 参照） 

 

４.地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者 

表１のとおり 

 

５.地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額  

表２のとおり 

 

６.２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

・利用動向及び各停留所の乗降の実態把握 

・系統再編や統合の検討、協議 

・利用動向調査をベースに時刻改善 

・継続した利用促進啓発 
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 ７.別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの運行回数が３回以上で足り

ると認めた系統の概要【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

８.別表１の補助対象事業の基準二に基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が整備さ

れている」と認めた市町村の一覧【地域間幹線系統のみ】 

表４のとおり 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及びその特記事項【地域間

幹線系統のみ】 

別紙「生産性向上の取組について」のとおり 

 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要【地域内フィーダー系統のみ】 

※該当なし 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を

受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補

助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 

 

13．車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体・要する費用の総額、負担者とそ

の負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合の

み】 

※該当なし 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における収支の改善に係る計画

（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用した利用促進策）【公有民営方式車両購入費国庫補

助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

15．貨客混載の導入に係る目的・必要性【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 
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 16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担額【貨客混載導入経費国

庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

・令和３年４月１日  （第１回）(書面) 協議会設置、事業計画及び収支予算の決定等 

・令和３年７月 28日 （第２回）(書面)  委託業者の報告、調査・検討の進め方の協議等 

・令和３年 11月 15 日（第３回）(書面)  アクセス実態調査結果・住民アンケート調査計画・幹線・ 

広域ネットワークの維持・確保方針に関する検討状況の報告 

・令和４年３月 29日 （第４回）    北海道後志地域公共交通計画（案）の協議 

・令和４年７月 20日 （第１回）    北海道後志地域公共交通計画（案）の協議、委員の変更、 

令和３年度事業報告及び決算報告、令和４年度収入支出予算

（案）等 

・令和４年 11月 25 日（第２回）（書面） 令和４年度北海道後志地域公共交通計画事業計画（案）の協議 

・令和５年３月 30日 （第３回）（書面） 北海道後志地域公共交通計画事業計画（案）の協議 

・令和５年７月６日  （第１回）    委員の変更、令和４年度事業報告及び決算報告、 

北海道後志地域公共交通計画の目標達成状況について、 

令和５年度収入支出予算（案）等 

・令和６年３月 22日 (第２回)     委員の変更、令和５年度事業実施状況及び令和６年度の予定、 

北海道後志地域公共交通計画の改定、 

法定協議会及び地域協議会事務の取扱 

・令和６年６月 27日 (第１回)     委員の変更、令和５年度事業報告及び決算報告、 

北海道後志地域公共交通計画の目標達成状況について、 

令和６年度収入支出予算（案）、 

                   北海道後志地域公共交通計画の改定 

・令和６年９月９日  （第２回）（書面） 地域公共交通計画変更認定申請について 

・令和６年 11月 15 日（第３回)（書面） 地域公共交通計画変更認定申請について 

19．利用者等の意見の反映状況（一部抜粋） 

計画策定前に郵送にて後志地域住民アンケート調査を実施した結果、公共交通施策に関する質問への回答

結果として、税金等の補助によりサービス水準の維持を望む意見が約８割となっていたため、計画策定当時

の現状値を目標値と定め、現状維持を目指した計画とした。 

 

（北海道後志地域公共交通計画 Ｐ130～144 参照） 

 



別 紙    

  

【本計画に関する担当者：連絡先】                 

（住 所） 虻田郡倶知安町北１条東２丁目             

（所 属） 後志総合振興局地域創生部地域政策課新幹線推進室    

（氏 名） 黒須 玲未                      

（電 話） 0136-23-1419                     

（メール） shiribeshi.shiribeshi1@pref.hokkaido.lg.jp      


